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公益法人から一般社団法人へ移行して2年目の年。従来の活動をより活発より強固なものにしつつ、昨年 

積み残した新規事業実現を目指し開拓・研究を行う。また東日本エリアは7月からのNTT東日本本社との契約 

により新たな展開を期待し代理店業務の充実を図る。 

 

1 ブロードバンド事業の積極的推進 

現在の主業務であるブロードバンド事業を積極的に推進していく。研修会等を適宜開催すると共に当協

会による独自施策を強化し、会員の販売意欲を高め販売拡大を図る。 

 

2 新規事業の研究および開拓 

一般社団法人への移行に伴い電気通信サービスに限定されない事業展開が可能となるため、本協会にお

ける新規事業について積極的に調査・研究をし、現在の核であるブロードバンド事業に加えて新たなる

事業の柱を構築し具現化に努める。 

 

3 電話加入権への対応 

国民の利益を守るため、今期も電話加入権の存続を主張しつつ加入者の公共的利益の保護と電話加入権

取引の価格決定の適正化を図る。 

 

4 相談窓口の充実 

電話加入権のみならず多様化する電気通信サービスに関する一般利用者の相談窓口の充実を図る。 

 

5 検定試験の推進 

電気通信サービスの多様化に伴い、利用者等の契約適正化を図るため、総務省後援の「電気通信サービ

スの利用者への助言者に係わる検定試験」(テレコムアドバイザー検定制度)の更なる拡大・推進に努め

る。 

 

6 コンプライアンス（法令遵守）の徹底化 

会員の意識革新と常時新知識の習得が必然となっているため、独自の判断によらず、関連法令を遵守し

た営業の徹底化を図る研修会等を開催する。 

 

7 会員増強による協会の活性化 

会員増強により会員のすそ野を広げ、全国組織として相応しい法人格としての活性化を図る。 

 


